
歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 宮城県 栗原市

経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

■人件費

９町１村及び構成一部事務組合が合併し、消防、ごみ・し尿処理等の業務も市独自で行っている状況にあり、経常収支比率における人件費が高くなっている。

定員適正化計画に基づき計画的に職員数の削減を行い、人件費を抑制を継続して行く。

■物件費

「集中改革プラン」に掲げた毎年度５％の削減に加え、徹底した歳出削減により、物件費に係る経常収支比率は類似団体平均を下回っている。引き続き公共

施設の民間委託や指定管理者による管理等の更なる推進を図り、経常的な物件費の削減を行う。

■扶助費

養護老人ホーム措置者数が少ないことや私立保育所の割合が少ないこと等により、経常収支比率は類似団体平均を下回っている。 しかし、生活保護費が

上昇傾向にあることから、資格審査等の更なる適正化に努め、抑制を図る必要があると考えられる。

■補助費等

補助費等に係る経常収支比率が類似団体平均を大きく下回っているのは、９町１村及び構成一部事務組合が合併し、消防、ごみ・し尿処理等の業務も市

独自で行っているため、一部事務組合負担金が類似団体と比較し少なくなっていることによる。また、補助金については明確な補助基準を設けた補助金交付

要綱の運用により、補助金の見直し又は廃止を継続して行く方針であり、今後もこの水準を維持に努める。

■公債費

公債費に係る経常収支比率は２２.９％と類似団体平均を４.１ポイント上回っている。また、人口１人当たりの決算額は類似団体平均を６７.８ポイント上回って

いる。これは、歳出決算額に占める公債費の割合が高い団体が合併したことによるものである。今後も総合計画を基調としながら、市民ニーズを的確に把握し

た事業の選択により、事業の整理・縮小を図るなど起債依存型の事業実施の見直しを継続して行く。

■その他

類似団体平均を１.８ポイント上回っている。その主な要因は簡易水道事業、下水道事業への繰出金で、公債費とともに重い財政負担となっている。特に下水

道事業については、条件不利地域であるため建設改良費が割高であることから、地域の実情に応じた効率的かつ適正な整備手法を選定し、独立採算の原則

から一般会計に依存することのないよう、経営の合理化を一層進めて行く必要がある。

■人件費及び人件費に準ずる費用

病院事業などの公営企業会計の人件費に充てる繰出金といった人件費に準ずる費用を合計した場合の人口１人当たりの歳出決算額は、類似団体平均を

４２.９ポイント上回っている。今後も定員適正化計画に基づく職員数の削減、公営企業の経営健全化を促進し、人件費関係経費全体の抑制を行う。

■公債費及び公債費に準ずる費用

公営企業債の元利償還金に対する繰出金などの準元利償還金を含めた人口１人当たりの歳出決算額は、類似団体平均を６７.８ポイント上回っている。公営

企業会計も含めた全会計で地方債の新規発行抑制の継続により更なる減少に努める。

■普通建設事業費

人口１人当たり決算額は類似団体平均を２３.６ポイント上回っている。今後も総合計画を基調としながら、事業の優先順位の明確化、実施時期の調整を継続し、

普通建設事業費の更なる適正化を進めて行く。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 9,413,326 120,164 76,525 57.0
賃金（物件費） 420,198 5,364 4,956 8.2
一部事務組合負担金（補助費等） 2,096 27 9,068 ▲ 99.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 163,161 2,083 667 212.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 380,285 4,854 3,078 57.7
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 114,267 1,459 1,620 ▲ 9.9
▲退職金 ▲ 836,118 ▲ 10,673 ▲ 9,630 10.8
合計 9,657,215 123,278 86,285 42.9

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 13.89 8.39 5.50
ラスパイレス指数 93.6 97.0 ▲ 3.4

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

6,470,938 82,604 46,135 79.0

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

36,667 468 38 1,131.6

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 2,104,745 26,868 15,662 71.5
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 4,741 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

546,721 6,979 2,657 162.7

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 20 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 5,278,648 ▲ 67,384 ▲ 38,730 74.0

合計 3,880,423 49,535 30,522 62.3
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 宮城県 栗原市
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

8,134,431 99,853 - 57,030 - -

うち単独分 4,770,004 58,554 - 37,129 - -

10,168,231 126,273 26.5 56,780 ▲ 0.4 26.9

うち単独分 4,025,600 49,991 ▲ 14.6 34,392 ▲ 7.4 ▲ 7.2

6,219,123 78,300 ▲ 38.0 60,510 6.6 ▲ 44.6

うち単独分 3,537,698 44,540 ▲ 10.9 33,757 ▲ 1.8 ▲ 9.1

5,554,764 70,909 ▲ 9.4 57,376 ▲ 5.2 ▲ 4.2

うち単独分 3,064,933 39,125 ▲ 12.2 32,650 ▲ 3.3 ▲ 8.9

過去５年間平均 7,519,137 93,834 ▲ 7.0 57,924 0.3 ▲ 7.3

うち単独分 3,849,559 48,053 ▲ 12.6 34,482 ▲ 4.2 ▲ 8.4
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